







































Corporation as Human Effort) J第 l節「生産組織 (OrganizationFor Pro-
duction) Jにおいて次のように述べている。「われわれが大企業は一つの制
度(institution)であると言う時，われわれはいかなる制度とも同様大企業
を共通目的に対する人間的努力の組織 (theorganization of human offorts 
































の信条や約束 (society'sethical beHefs and promises) j， r社会の機能的要



















decisive， the re.ρresentative and the constitutive institution)となってし、る」
「産業企業体は自律的な制度 (anautonomous institution)である。それは，
その機能面でそれ自身の法則と原理とを持っている了。彼の主張する(1)
「決定的制度j，(2) r代表的制度j，(3) r構成的制度j，(4) r自律的制度」
が何を意味しているのかについて，各々順に見ていこう。



























そしてソ連の企業においてすら見られる， i所有と支配の分離 (divorceof 
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企業は， (1)経済的制度， (2)統治的制度， (3)社会的制度という 3重の性格を
有している。つぎに，それぞれにかんする彼の見解を順に取上げ検討してい
くこととする。
































権威と服従 (authorityand subordination) ， すなわち権力関係 (powerrela-
tionships)に基づいた内部秩序を必要としている」。 こうして， 企業体は立
法府であると同時に相当の司法権と行政権を有しており， I企業体内の権力

















































































































企業業務の経営 (themanagement 01 the enterprise包business)の経験も与え
られなし、J ， I しかし労働者は工場共同体の統治の際に経営者的経験(仰na~仰l




























企業体は，労働者に対して，企業体の経済的原理 (theeconomic rationale) 
についての理解と利潤性・生産性という尺度 (theyardstick of profitabi1ty 
and productivity)の承認を要求しなければならない。さらに，企業体は， I産

























































なろう。「工場共同体の自律的自治機関 (theautonomous self-government) 
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頁)J 一①「西欧の具体的社会は，企業体が正義と呼ばれる身分の約束 (promiseof 
status)一これは「機会均等 (equalopportunity) Jのスローガンで表現されるーを達成す
ること，および，人間の尊厳の信念に基づいて機能 (function)を組織する一これは市民
の責任ある参加 (responsibleparticipation of citizenship) と表現される一ことの両者を，
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